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論　説

NPO政策と政策ネットワーク

権　　妍李

Ⅰ．問題提起
Ⅱ．分析枠組み：政策ネットワークと政策変化
Ⅲ．NPO政策の形成と変化
Ⅳ．自民党政権における政策ネットワーク
Ⅴ．民主党政権における政策ネットワーク
Ⅵ．終わり：NPO政策における政策ネットワークと政策変化

Ⅰ．問題提起

　福祉国家以降、国家役割の縮小、経済・社会構造の変化、分権化により、市民社
会の役割が拡大されつつある。₉₀年代以降、NPO、NGOなど市民社会を中心とし
た社会経済的役割が要求され、NPO、NGOなど市民社会に関わる法制度、各種の
施策・政策が新しく展開されてきた。特に本研究では NPO政策に注目し、₅₅年体
制には存在しなかった政策がいかに形成され、展開されてきたのかに関して議論す
ることを目的とする。₅₅年体制下の政策過程では自民党、官僚と財界・業界を中心
とした産業政策における政策ネットワークが中心的であった。野党を経由しないと
政策過程に直接的にアクセスすることができなかった市民団体が、ポスト₅₅年体制
においては政策過程に直接的にアクセスすることができ、政策過程に影響力を行使
することができるようになった。NPO政策過程は、市民団体と政党、政府との間
に NPO政策を中心とする相互作用を通して新たな関係性が形成され、緩やかな政
策ネットワークが形成されていく事例である。
　政治改革を中心に勢力化された新政治勢力とリベラル市民運動が合流する中で、
連立を組まないと政権に復帰することができなくなった自民党は以前とは違う政策
的転換をせずには得られなくなった。村山政権を皮切りに、橋本政権から、小泉政
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権、そして民主党政権に至るまで、NPO政策が形成され、展開されていく過程で、
NPO政策に影響を与えようとする市民団体と政治勢力、関係省庁間には新しい関
係性が形成され、変化されてきた。
　ところが、₉₀年代以降日本において、NPO政策の形成、展開、変化の過程は新
自由主義的改革を推進するにもかかわらず、NPO政策が限定的に漸進的にしか変
化してこなかったことに関して疑問を持たせる。小さな政府を追求しつつ、市民社
会の役割、公共性に関する議論が広く展開されてきている中で、NPO政策は市民
活動を促進するために施行されているが、NPO政策の形成、変化の過程、政策の
方向性などは政権ごとに少し違う様相を表している。
　市民社会の活動のための制度環境の整備、NPO活動の活性化のために、橋本政
権、森政権では、NPO法の制定、税制優遇制度の創設など NPO活動に関する政策
が設定された。小泉政権、福田政権、麻生政権では、NPO法と税制優遇制度を施
行しながら発見された政策的問題を中心に部分的修正を加えてきた。政策の漸進的
変化を通して政策結果に影響を与えようとしたが、大きな成果をもたらすことはで
きなかった。NPO法が制定されてから NPOの財政的基盤の弱さ、認定 NPO数の
伸び率の低迷などに関して NPO制度が問題として指摘されてきた。NPO政策が
NPO活性化には繋がらなかったのである。

［表 ₁］NPO法・税制優遇措置の制定・改正過程

年度 NPO法制定・改正 NPO法人税制優遇措置の制定・改正
₁₉₉₈年 ₃ 月 NPO法成立
₂₀₀₁年 ₁ 月₁₆日 認定 NPO法人制度創設（平成₁₃年度税制改正）
₂₀₀₂年 ₁ 月₁₇日 第 ₁回認定 NPO法人制度改正（平成₁₄年度税制改正）

₂₀₀₃年 ₁ 月₁₇日 第 ₁回 NPO法改正
（₂₀₀₂.₁₂.₁₁成立） 第 ₂回認定 NPO法人制度改正（平成₁₅年度税制改正）

₂₀₀₅年 ₁ 月₁₇日 第 ₃回認定 NPO法人制度改正（平成₁₇年度税制改正）
₂₀₀₆年 ₁ 月₁₇日 第 ₄回認定 NPO法人制度改正（平成₁₈年度税制改正）
₂₀₀₆年 ₆ 月 ₂ 日 第 ₂回 NPO法改正
₂₀₀₈年 ₁ 月₁₁日 第 ₅回認定 NPO法人制度改正（平成₂₀年度税制改正）
₂₀₀₉年 ₁ 月₂₃日 第 ₆回認定 NPO法人制度改正（平成₂₁年度税制改正）
₂₀₀₉年₁₂月₂₂日 第 ₇回認定 NPO法人制度改正（平成₂₂年度税制改正）
₂₀₁₁年 ₆ 月₁₅日 第 ₃回 NPO法改正 第 ₈回認定 NPO法人制度改正（特定非営利活動促進法改正）
₂₀₁₁年 ₆ 月₂₂日（₂₀₁₁年 ₆ 月₃₀日施行）新寄付税制創設（平成₂₄年度税制改正の一部）
出所：内閣府 NPOホームページ、財務省税制改正大綱を参考に著者作成。
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　大きな政策的転換は、民主党政権に入ってから可能になった。民主党政権になっ
て、市民社会の活動に関する政策目標の優先順位が変わり、政策結果において有意
味な変化をもたらすことができた。
　［表 ₁］のように、₁₉₉₈年 NPO法、₂₀₀₁年 NPO優遇税制が制定されてから、
NPO政策が施行される中で、NPO優遇税制は ₈回の改正、NPO法は ₃回の改正が
行われてきた。（₂₀₁₁年民主党政権までの集計）

［図 ₁］認証 NPO数・認定 NPO数の推移
出所：内閣府 NPOホームページを参考に著者作成、検索日：₂₀₁₆年 ₄ 月₁₀日

　［図 ₁］のように、認証 NPO数は緩慢に増加しつつあったが、認定 NPO数の伸
び率は低迷し認証 NPOの ₁％も満たない状態であった。認定 NPO数がドラス
ティックに変わったのは民主党政権に入って優遇税制改正が行われてからである。
　₉₀年代以降の日本において NPO政策は、財政的危機に瀕した自民党保守政権の
戦略と市民活動の組織化を促進しようとする市民運動側の戦略が落ち合うところで
もある。（高畠₂₀₀₁：高田₂₀₀₃：松原₂₀₀₄）また、NPO政策は政治的党派性におい
て小さな政府時代における新自由主義とニューレフトの間の市民社会に対する理念
の違いを表す政策でもある。それで NPO政策の形成、展開、変化の過程はこのよ
うな脈絡で形成される関係性がいかに政策に影響を与え、政策を規定するのかを見
せてくれる。
　本研究では NPO政策を中心に形成されてきた政策ネットワークに注目する。一
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般的に政策ネットワークの性格は政策の変化を規定する。政治的党派性によって市
民社会の役割に関する理念に違いが存在し、その中で形成される政策ネットワーク
が政策変化を規定する。NPO政策過程で形成されてきた市民団体と政党、政府と
の間の政策ネットワークが政策変化を規定してきたということが本論文の主旨であ
る。
　先行研究で NPO法、NPO税制優遇措置の制定過程に関する研究、NPO税制優遇
制度の改正過程に関する研究が見かけられるが、個別立法過程に関してミクロレベ
ルでの過程追跡的研究が中心的である。NPO法制定、税制優遇措置の制定過程に
関する研究は市民団体を中心とした立法ロビイングや議員立法に関する事例研究と
して位置付けられる。（谷₁₉₉₉ a,b：Pekkanen₂₀₀₀：山岡₂₀₀₁：小島₂₀₀₃：柏木
₂₀₀₈：原田・成₂₀₁₁：原田₂₀₁₅）このような分析はポスト₅₅年体制における政策過
程への市民団体の参加を中心とする多元主義的アプローチとして意義がある。
　一方、NPO法制度が制定されてから日本の NPO活動に関する研究では、NPO政
策が NPO活動の活性化に繋がっていないことに関する議論も共存するのが見かけ
られる。（田中₂₀₀₆・₂₀₀₈：市村₂₀₀₈：Ogawa₂₀₀₉）特に新自由主義・構造改革と
ともに市民社会、NPOに対する政策が展開される中で、そのような政策が市民社
会、NPOに与える両義的影響を指摘する議論が中心的である。（渋谷₂₀₀₄：毎熊
₂₀₀₅：山崎₂₀₀₆：仁平₂₀₀₅：井上₂₀₀₆：佐藤₂₀₀₆b：渡戸₂₀₀₇：Ogawa₂₀₀₉）
　そこで、本研究では NPO政策過程を市民団体の政策過程への参加という多元主
義的観点から意義を評価しつつ、政治アクターの行動を規定し政策結果に影響を与
える政策ネットワークに焦点を当てることにより、政治アクターと構造を繋げる制
度に対する議論が重視されてこなかった既存の先行研究の議論を補完するところか
ら本研究の意義を求めたい。
　以下の節では、このような問題意識に基づいてNPO政策の変化と政策ネットワー
クの関係を中心に議論する。NPO政策を中心とした政策ネットワークの形成と変
化がいかに NPO政策の変化と関連するのかに関して議論する。

Ⅱ．分析枠組み：政策ネットワークと政策変化

　政権交代による NPO政策の質的変化への影響を視野に入れた研究を行うために、
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ピーターホール（Peter A. Hall）の第三次にわたる政策変化の概念に着目したい。 1 

ホールは、ある政策パラダイムが他の政策パラダイムに完全に変化するまでの過程
を三つの段階に区別し、第一次的変化は政策手段の具体的な設定の調整が行われる
ことを指し、第二次的変化はそのような政策手段の変更が行われる段階であるとす
る。第三次的変化は政策目標の全面的変化が現れる段階を指している。ここで重要
なのは、第一次的変化と第二次的変化は単純な政策手段の変化を指していて、全体
政策目標の変化としての第三次的変化を前者と区別することである。政策実験を通
した政策失敗が政策パラダイムの変化において重要な役割を果たし、その際、政策
を巡る権力の所在に重大な変化が先行すると指摘されている。つまり政策の質的変
化には、重大な制度変化が先行する。
　本論文で特に注目する制度は政策ネットワークである。政策ネットワークは官民
アクターが相互作用する制度的仕組みである。その関係様式と係る政策ネットワー
クの性格は政策変化を規定する。基本法の制定により政策が形成されると、政策
フィードバックが行われる中で政策ネットワークが形成され、制度化される。その
ネットワークを通して参加者間には共有された理解が形成される。その政策ネット
ワークによって、政策発展は特定経路にロックイン（lock-in）される。このような
構図の中で政策変化は政策ネットワーク構造の変化によってもたらされる。  2　
　新自由主義と参加民主主義はそれぞれ「小さな政府」と「民主的政府」という個
別の政策目標を生み出す個別の政策パラダイムである。二つのイデオロギー的考え
方（ideological framework）は対立する概念ではなく二者択一ということでもない。
ただプライオリティに関しては根本的な相違があり、政策によっては異なる立場に
帰結することがある。 3 前者は、経済的合理性、効率性を重視し、後者は政治参加
の拡大を重視する。新自由主義は改革に適合した NPOのような団体、政府領域の
補助的役割をする団体の発達を促進する。改革に符合し、福祉国家の膨張をけん制
し、市場の効率性を阻害しない団体の発達を促進する。 4　ところが、参加民主主

1　Peter A. Hall,₁₉₉₃, ＂Policy Paradigms, Social Learning, and the State: The Case of Economic 
Policymaking in Britain,＂ Comparative Politics, vol.₂₅, No.₃, pp.₂₇₅-₂₉₆.

2　Coleman, Skogstad and Atkinson,₁₉₉₆, ＂Paradigm Shift and Policy Networks: Cumulative Change 
in Agriculture,＂ Journal of Public Policy, vol.₁₆, No.₃, pp.₂₇₃-₃₀₁.

　風間規男．₂₀₁₃．「新制度論と政策ネットワーク論」『同志社政策科学研究』₁₄-₂、₁-₁₄頁。
3　中野晃一．₂₀₀₂．「行政改革：余波か三次的変化か？」『流動期の日本政治』、₁₄₆-₁₄₈頁。
4　Subir Sinha, ₂₀₀₅, ＂Neoliberalism and Civil Society: Project and Possibilities,＂ Neoliberalism: A 

Critical Reader, p.₁₆₆.
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義を主張する立場からは、市民社会の活性化を主張し、単なる自律化ではなく、政
治との新たな関係の確立、政治的機能、政策形成メカニズムの多元化をもたらすこ
とを方向性としている。 5

　NPO政策の変化が政権交代によって行われたこともこのような脈絡で理解する
ことができる。自民党政権期には、NPO政策（法人制度・税制）は基底的政策で
あるにも関わらず、「行政改革」推進のための派生的政策として扱われてきた。そ
れで、経済的効率性・合理性を中心とした行政改革を推進するために採択された他
の派生的政策との間で対立したり、抑制的になったりすることが起きた。 6

　民主党政権による「新しい公共」への政策目標の変化により、NPO政策は基底
的政策として扱われるようになった。市民参加を中心とした「自立と共生」の「新
しい公共」で NPO政策は、主要な政策課題として扱われた。第三次変化がもたら
された。
　こうした変化は、政党政治の変化に伴う権力の所在の変化によることである。  7 

特に、政権首脳部や党指導部の変化に伴った政策ネットワークの変化は、下位政策
レベルの官僚―政治家―団体の政策ネットワークでの政策変化より根本的である。 8　
また NPO等の市民団体の役割や影響力もその政策ネットワーク内における関係様
式によって規定される。
　自民党政権期における NPO政策の変化は政策手段の具体的設定、政策手段の変
更という第一次・第二次的変化に止まっていた。民主党政権になってこそ政策目標
の変化を伴った第三次的変化が起きたといえる。
　本研究は日本政治において、政官関係の変化、市民団体と政治家との関係の変化、
そして新しい政―官―市民団体の緩い政策ネットワークの形成に関する事例として
意義がある。

5　小野耕二．₂₀₀₀．「現代における政治の変容」『転換期の政治変容』、₁₈₁-₁₈₃頁。
6　初谷勇．₂₀₀₁.『NPO政策の理論と展開』大阪大学出版会、₉₁-₉₄頁。NPO政策は基底的
政策と派生的政策の ₂種類に区別される。基底的政策は法人政策で、法人制度（法制、税
制等）をどのように創設し運営していくかに係る政策である。国家装置を形成する政策の
一環として捉えるので基底的政策として分類される。また、派生的政策としての NPO政策
は基底的政策のようなマクロな公共政策の実現のために、立法の仕方を決めることや NPO
に財や人材、情報を配分することによって育成、支援する政策などを想定する。

7　Peter A. Hall, ibid., p.₂₈₀.
8　中野前掲書、₁₃₇-₁₅₄頁。
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Ⅲ．NPO政策の形成と変化

　自民党政権から民主党政権にかけて、NPO政策（NPO法、認定 NPO制度）の変
化に関して概観する。自民党政権において NPO政策の変化は第一次，第二次的変
化に止まり、民主党政権に入って、第三次的変化が起きた。

1 ．自民党政権期NPO政策の形成と展開

　自民党政権期には NPO活性化に対する立場は保持しつつ、政策への反映におい
ては、留保的立場であった。NPO政策は活動の様子を見ながら漸進的な展開を見
せていた。
（ 1）NPO法制定・改正

①NPO法成立（1998年 3 月）

　NPO法の目的は特定非営利活動促進法第 ₁章第 ₁条によると、公益増進に資す
る特定非営利活動法人の認定に係る制度を設け、ボランティア活動をはじめとする
市民が行う社会貢献活動として公益の増進に寄与することである。NPO法人の事
業目的に該当する分野は保健・医療・福祉の増進活動、社会教育の推進、まちづく
りの推進、学術・文化・芸術・スポーツの振興、環境の保全、災害救援活動、地域
安全、人権・平和の推進、国際協力などの₁₂項目に限定される。該当分野の団体が
営利を目的とせず、宗教及び政治上の主義を推進せず、特定の公職の候補者又は政
党を推薦・支持せず、₁₀人以上の社員を持つことなどの要件を満たす場合、必要書
類を所轄庁に提出し、設立の認証による法人の設立が可能になる。法人格取得が以
前の公益法人制度に比べ簡易になったことでその意義が評価されたが、活動分野の
限定、税制優遇と繋がっていないこと等で限界が指摘されていた。
②第 1回 NPO法改正（2002年12月）

　改正法は自民党 NPO特別委員会や NPO議員連盟を中心に検討が行われ、₂₀₀₂年
₁₂月第₁₅₅回臨時国会で改正された。改正法の改正点は₁₀項目からなっているが、
主要な改正点は、活動分野の種類が追加され₁₂分野から₁₇分野になったこと（情報
化社会の発展、科学技術振興、経済活動の活性化、職業能力の開発支援、消費者保
護活動など）、設立の認証の申請手続きの簡素化、暴力団排除のための措置の強化、
などである。
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③第 2回 NPO法改正（2006年 6 月）

　公益法人制度関連 ₃法の公布による民法改正に伴い、関連法として NPO法が改
正されるとともに、社員総会における社員の表決権の行使方法として電磁的表決が
可能になった。 9

（ 2）認定NPO法人制度制定・改正

①認定NPO法人制度成立（2001年 3 月）

　租税特別措置法の改正法として成立した認定 NPO法人制度は、市民活動組織の
育成、活性化のために、一定の要件の充足などにより国税庁長官の認定を受けるこ
とで認定 NPO法人になり、認定 NPO法人に対して寄付した個人や法人に対して税
制上の優遇を与える制度である。
　認定 NPO法人になるための認定基準にはいくつかの要件が設定されている。情
報公開、活動対象、事業内容の適切性、運営組織及び経理の適切性、事業報告書の
提出、不正行為規準、設立後の経過期間、パブリック・サポート・テスト（以下、
PST）という市民からの支援の広範性の度合いを判断する基準等で構成されている。
　認定 NPO法人制度が制定されてから NPO等の市民団体側からは制度の厳しさや
日本の NPOの実情に合わない等、問題点が指摘されてきた。PSTは総収入金額に
占める寄付金及び助成金の額（寄付金総額）が₁/₃以上であることを定めている算
定式であるが、一者からの寄付金・助成金の限度に関する規定、役員・社員からの
寄付金の不算入規定、国・地方公共団体からの補助金の不算入規定、寄付者の親族
関係者からの寄付の不算入規定、等の内容で構成されていた。PST要件以外にも、
活動の広域性要件、単年度主義、申請書類の複雑さ、役員・社員の親族要件規定、
共益活動の排除の規定、認定有効期間の短さ、提出書類の複雑さ、認定のための審
査期間の不明瞭、認定更新制度の未導入等が問題点として指摘されていた。PST等
の厳しい要件は小規模で財政的基盤が弱い、新生 NPOが多い日本の NPOの実情に
合わないなどと批判されてきた。
②第 1回認定NPO法人制度の改正（2002年 1 月）

　PST要件の中で一か所、役員及び社員等からの寄付金を原則的に寄付金総額に参
入できないという規定が削除される、小幅の修正の措置が取られた。

9　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php?storyid=₂₄₉₄、₂₀₀₆年 ₆ 月 ₈ 日掲載。
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③第 2回認定NPO法人制度の改正（2003年 1 月）

　PST要件の一部緩和措置が取られた。PST算定式で₁/₃規準を、₁/₅に引き下げる
特例措置が取られた。（₂₀₀₆年 ₃ 月までの特例）また、一者からの寄付金及び助成
金の合計額の ₂％限度規定を ₅％に引き上げる。寄付最低金額を₃₀₀₀円未満から
₁₀₀₀円未満に引き下げる。国・地方自治体及び国際機関からの委託事業費・補助金
は総収入金額に含めない。
　他に、活動範囲と関連して複数の市区町村に及ぶこととする広域性要件を廃止
し、₂₀₀万円以下の海外送金は事後届け出とすることにした。
　また、事業収入から収益事業以外の事業のために支出した金額に対して、その部
分を寄付金の額として認めるみなし寄付金を導入し、寄付金の損金算入限度額を所
得金額の₂₀％とする。
④第 3回認定NPO法人制度の改正（2005年 1 月）

　PST要件算定において単年度による計算が緩和された。総収入金額等に占める受
入寄付金額等の割合が単年度で₁/₅であり ₂事業年度連続規定を単年度₁/₁₀以上で
ある状態限りで、₂事業年度の平均が₁/₅以上であることに改正された。また法人全
体活動の共益的活動も単年度規準₅₀%以上禁止から ₂事業年度の平均で緩和され
た。
　また、共益的活動に係る制限要件も緩和され会員等の範囲から単なる顧客は除外
することになった。運営組織の適正性要件も緩和され ₃親等以内の血族・姻族とし
た。認定 NPO法人の申請書の添付書類及び各事業年度の報告書類の簡素化を図る
ことを決めた。
⑤第 4回認定NPO法人制度の改正（2006年 1 月）

　認定 NPO法人の認定要件と関連しては、PST算定式の₁/₅規準（総収入金額のう
ち寄付金総額の占める割合）の特例措置を ₂年延長することにした。算定式と関連
して、役員又は社員以外の寄付者からの寄付金は親族関係を有する場合でも同一者
とはみなさない。また特定公益増進法人及び認定 NPO法人からの寄付金は受入寄
付金総額の₅₀％まで PSTの分子に参入できることになる。社員からの会費も、共
益的活動部分を除外して PSTの分子に参入できる。国等の行政機関からの補助金
も PSTの分子と分母に選択的に算入できる。
　社員数が₁₀₀人以上の場合、社員に占める特定親族の制限の要件を適用しない。
また、役員・社員及びその親族関係等でない寄付者や従業員の名簿等の書類は公開
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されなくなる。小規模法人（ ₂事業年度の収入平均が₈₀₀万円未満等）は、簡易
PSTを選択できることになり、申請負担が軽減される。
⑥第 5回認定NPO法人制度の改正（2008年 1 月）

　認定 NPO法人の認定要件を緩和する ₃つの措置が取られた。PST算定式と関連
しては、総収入金額に占める寄付金及び助成金の額（寄付金総額）を₁/₃から₁/₅に
引き下げる特例措置を ₃年延長し、認定の有効期間及び実績判定期間を ₂年から ₅
年に延長した。実績判定期間の延長に合わせて、各事業年度規準（₁/₁₀）を廃止す
る。また、受入寄付金総額から控除する一者あたり寄付金規準限度額を寄付金総額
の ₅％から₁₀％に引き上げる。一定の独立行政法人等からの補助金、委託費を PST

の分母から差し引く。小規模法人の特例措置に関して PST算定式の割合を₁/₃から
₁/₅に引き下げた上、適用期限を ₃年延長する。社員からの寄付とその親族からの
寄付を同一ものとみなさないことにした。また、社員の親族及び特定の法人に係る
要件を廃止した。
⑦第 6回認定NPO法人制度の改正（2009年 1 月）

　PST実績判定期間（原則 ₅年）の特例措置として初回又は二回目の認定申請を行
う団体は、平成₂₁年度（₂₀₀₉年 ₄ 月から₂₀₁₀年 ₃ 月まで）限りで実績判定期間を ₂
年でも可能とする措置が取られた。
（ 3）�公益法人制度改革と NPO 法人の「発展的解消」の試み（2001年12月～

2004年12月）

　政府税制調査会が₂₀₀₁年₁₂月₁₄日「平成₁₄年度の税制改正に関する答申」の中で
NPO法人の税制上の措置に関して、公益法人制度改革の流れの中で新しい「非営
利法人制度」の変革の中に発展的に解消する可能性を言及した。₂₀₀₂年 ₈ 月には政
府の行政改革推進本部が「公益法人制度の抜本的改革に向けて」と題する報告書を
発表し、NPO法人を含めた公益法人制度の見直しの議論が本格化した。₂₀₀₃年に
なると公益法人（社団法人・財団法人）と中間法人、NPO法人の ₃法人を一本化
するという方針が出された。₂₀₀₄年には公益法人改革に関する政府の基本枠組みに
対し反対意見が続出し、公益法人制度改革との切り離しを要望する NPO関係者の
活動が展開された。₂₀₀₄年₁₀月₂₉日に公益法人制度改革に NPO法人は含めないと
いう方針が固まった。 10 ₂₀₀₄年₁₂月₂₄日公益法人改革の方針が閣議決定された。「今

10　http://www.npoweb.jp/modules.news₁/article.php?storyid=₁₈₇₈, ₂₀₀₄年₁₁月 ₁ 日掲載。
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後の行政改革の方針」で新制度である非営利法人制度では NPO法人制度について
は、閣議決定で存置する方針を確認した。中間法人制度は廃止されることに決まっ
た。 11₂₀₀₆年 ₃ 月₁₀日、公益法人制度改革関連 ₃法案が閣議決定され国会に提出さ
れた。₂₀₀₈年₁₂月 ₁ 日公益法人制度改革 ₃法が施行された。  12

2 ．民主党政権期NPO政策の変化

　民主党政権は「新しい公共」という政策目標を掲げ、新しい公共の担い手として
NPOや市民、企業の参加を促した。民主党政権は官僚制を改革し政治主導で政策
決定を行うことを謳い、NPOや市民団体側の意見を大幅に受け入れる形で NPO政
策に変化をもたらした。
（ 1）第 3回 NPO法改正（2011年 6 月15日）

　₂₀₁₁年 ₆ 月₁₅日第 ₃回 NPO法の改正が行われ、活動分野が ₃つ（観光振興、農
産漁村及び中山間地域の振興、都道府県・政令市の条例で定める活動）追加され、
₂₀の活動分野に増加した。所轄庁の変更が行われ、内閣府の認証事務をなくし、認
証は主たる事務所の都道府県・政令市に移管する。解散公告回数を削減し、届け出
事項を追加するなど認証の柔軟化・簡素化を行った。NPO法人会計基準を採用し、
財政情報の公開で NPO法人に対する信頼性向上のための措置が取られた。
（ 2）認定NPO法人制度の改正

①第 7回認定NPO法人制度の改正（2009年12月22日）

　平成₂₂年度税制改正大綱を閣議決定し公表した。  13　初回の認定を受けようとす
る NPO法人の PSTなどの実績判定期間（原則 ₅年）の特例措置の適用期間を ₁年
延長した。認定 NPO法人の申請書の添付書類及び各事業年度の報告書類等につい
て簡素化・明確化した。認定NPO法人の認定申請の標準処理期間（ ₆月）を設定し、
国税庁のホームページで公表する。各都道府県所在地にある税務署に相談窓口を設
け、事前相談体制を充実する。所得税の寄付金控除の適用下減額を現行 ₅千円から
₂千円に引き下げる。
②第 8回認定NPO法人制度の改正（2011年 6 月15日）

　「仮認定制度」を導入し、設立から年数が浅い団体は事後チェックとした。また、

11　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php_storyid=₁₉₈₀, ₂₀₀₄年₁₂月₂₄日掲載。
12　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php_storyid=₂₄₂₅, ₂₀₀₆年 ₃ 月₂₂日掲載。
　　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php_storyid=₃₀₇₈, ₂₀₀₈年₁₂月 ₃ 日掲載。
13　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php?storyid=₃₂₂₆, ₂₀₀₉年₁₂月₂₂日掲載。
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PSTへの寄付者絶対数規準の導入で、事業収入が多い団体もパスできるようにし
た。みなし寄付金制度を社会福祉法人並みとし、利益の₅₀%か₂₀₀万円に拡充する
ことで、収益事業による活動資金確保を支援することができるようになった。認定
機関を国税庁から都道府県・政令市へ移管する措置が取られた。インターネットを
通じた情報開始を進めることにした。
　また今まで認定 NPO法人制度の制定・改正は租税特別措置法の改正という税法
で行われてきたが、今回からは NPO法に盛り込まれるようになった。
（ 3）新寄付税制創設（2011年 6 月22日）

　₂₀₁₁年 ₆ 月₂₂日成立した新寄付税制は、税金の分配における主権を市民に与える
という点でその意義が評価された。新寄付税制には、所得税の寄付金控除制度に税
額控除方式の導入、新しい PST（絶対値規準：₃千円以上の寄付者が₁₀₀人以上）
の創設で認定 NPO法人の認定要件の緩和、特例措置であった初回実績判定期間 ₂
年、PST総収入金額にしめる寄付金及び助成金の額（寄付金総額）を₁/₃から₁/₅に
引き下げる、などの実績判定期間や小規模法人の特例を本則化し、画期的な改正を
実現した。
　都道府県や市区町村が条例で指定した NPO法人への寄付金を個人住民税の寄付
金税額控除の対象とし、地域レベルにおいて活動する NPO法人を支援する措置が
取られた。また、信託を活用した寄付促進税制として「日本版プランド・ギビング
信託」が導入された。

Ⅳ．自民党政権における政策ネットワーク

1．自民党政権の政策目標とNPO政策体制

　自民党政権期には、「官から民へ」、官民パートナーシップなどのスローガンのも
とに NPOや市民の公益活動に対する諸制度が施行されてきた。 14　自民党政権に
おいて NPOは、行政改革の推進、無党派選挙対策、経済状況に伴う雇用対策と関
連して政策的に位置付けられてきた。
　橋本政権、小渕政権、森政権期には、「小さな政府」に対する政策目標はあったが、
実際に政策を推進するには、政策的立場が明確ではなかった。橋本政権、小渕政権、

14　田中弥生．₂₀₁₁．『市民社会政策論』明石書店、₂₄₆頁。
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森政権では行政改革のための政策手段が取られた。民主党という野党の存在、行政
改革など新自由主義的改革が要求され、政策的競争が展開される中で、NPOに対
する必要性を認識する段階であったといえる。自民党の中で NPOの必要性を主張
したのは、連立維持派の加藤紘一等の NPOに理解を持っていた政治家によってで
あった。
　小泉政権に入っては、構造改革や行政改革など新自由主義的改革が以前より強く
推進されるようになった。「小さな政府」を志向し、行政改革、構造改革における
NPOの活用、活性化が議論されてきた。NPO政策は行政改革、構造改革というマ
クロレベルの政策目標の下で政策手段として位置付けられ、政策変化の幅は限定的
であった。
　NPOは行政改革の中で新しい公共の担い手、民営化などの規制緩和の中で新し
い経済主体として位置付けられてきた。また、構造改革による失業問題等に対応す
るために、NPOを雇用創出対策の一つとして位置付ける施策が施行された。この
ような政策的位置づけは、市民社会の活性化という独立的政策目標というより、政
府の行政改革の目標の下で、政策手段としての変化に止まっていた。
　安倍政権、福田政権、麻生政権には、以前の政権である小泉政権の構造改革によ
る社会経済的副作用に対する対応に主眼をおいた政策が取られた。NPOに対して
も、構造改革の副産物に対する社会統合策として政策を取り、政策目標というより
政策手段レベルで扱われてきた。
経済財政諮問会議
　橋本行革による₂₀₀₁年 ₁ 月中央省庁再編によって設置された経済財政諮問会議
は、従来大蔵省（財務省）を主とした予算編成などを政治主導型に移行することが
目的であった。「官から民へ」という規制改革の流れの中で、小泉政権では経済財
政諮問会議を通して閣僚の他、民間有識者の参加の下、マクロ経済政策や予算編成
の大枠などを決めていた。「小さな政府」の実現のために構造改革と経済財政政策
を中心に展望を示す中で NPOと関連しては、NPOを新しい経済社会システムの担
い手として位置づけ、官民役割分担とともに経済活性化のために NPO活動の促進
を政策課題として取り上げていた。 15「小さな政府」を推進するために構造改革が

15　経済財政諮問会議．「構造改革と経済財政の中期展望」₂₀₀₂年 ₁ 月₁₈日決定。
　　経済財政諮問会議．「経済活性化戦略中間整理」₂₀₀₂年 ₅ 月₁₃日発表。
　　経済財政諮問会議．「経済活性化戦略」₂₀₀₂年 ₆ 月 ₃ 日決定。
　　経済財政諮問会議 .「経済財政運営と構造改革に関する基本方針₂₀₀₂」₂₀₀₂年 ₆ 月₂₁日。
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以前の政権よりも全面的に展開され始めた小泉政権では、構造改革による社会経済
的問題に対応するため景気対策・雇用対策などの観点から NPO政策が議論された。
NPOを緊急雇用対策の委託先として指定するなど雇用拡大のための政策がその一
例である。
自民党税制調査会－財務省（二元体制）
　政府の予算編成・税制改正の過程は、自民党ベースと政府ベースの二元体制で行
われてきた。政府ベースでは、財務省と各省庁という構図と自民党ベースでは、党
税調と各部会・委員会という構図で構成される。党税調は自律性が高く、財務省の
主税局は党税調と協力し、その意向を政府税調の審議に反映してきた。 16 

　NPO優遇税制も、自民党税制調査会－財務省による二元体制で行われてきた。
自民党所属の NPO関連委員会が要望書を出すと、自民党税制調査会がヒヤリング
を通して、要望を受け入れる。まとめられた要望書をもとに与党の税調と財務省が
改正案の検討に反映するパターンで税制改正が行われてきた。 17

　財務省は日本政府の財政赤字問題が続く中で NPO優遇税制に関して厳しい態度
を取ってきた。 18 NPOに税制優遇を与えることは、「財政民主主義」の観点から衡
平性を重視する立場と管轄省として権限の縮小ともかかわる問題とが絡んでいる。
NPO優遇税制に関する財務省（大蔵省）の立場は、政策担当省として財政にコン
トロールを保持することを組織的政策理念とすることを考えると、NPOへの優遇
税制は単に寄付税制を受ける対象の間口を広げるだけでなく、富の再分配の方法を
変える可能性を持ち、権限の一部を失うことを意味した。（加藤淳子₁₉₉₇）また
NPOという組織に対する認識において、政府からは「新しい公共の担い手」とし
て議論していたとしても、NPOの公益性判断をめぐる問題など実態がわからない
組織として扱われ、他の組織との衡平性という理由で、「財政民主主義に反する」
と NPO税制優遇に渋っていた。 19　日本の NPOや市民社会の実情が、地域レベル
を活動範囲とし、事業型 NPOが増えている中で、財務省が認識していた NPOは「慈
善団体」として発展していくことを想定していたという点で食い違いがあった。 20

16　上川竜之進．₂₀₁₄．「民主党政権における予算編成・税制改正：民主党の与党化と自民党
化」『民主党政権の挑戦と挫折』、₁₂₃頁。

17　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php?storyid=₂₉₂₁, ₂₀₀₇年₁₁月₂₇日掲載。
18　 五十嵐文彦．₂₀₀₂．「社会を変える NPO税制」『民主』no.₃ ₆₄頁。財務省（大蔵省）は財
政難を解決するために増税を目指していた。

19　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php?storyid=₃₁₆₁, ₂₀₀₉年₀₇月₂₄日掲載 .
20　松原明．₂₀₀₂．「ビジョンのある NPO税制の創設を」『民主』no.₃、₆₇頁。
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内閣府・他省庁
　内閣府は NPO法、認定 NPO制度など NPO活動のための制度環境の整備を行っ
てきた。内閣府所属の首相諮問機関である国民生活審議会は、NPO法が制定され
てから、NPO問題を扱う総合企画部会を設けて NPOに対する政策的対応を議論し
てきた。
　他にも、経産省や厚労省、外務省、農水省、国交省など NPOの役割が重視され
る政策的脈絡によって個別的政策が発表、展開されてきた。 21 経産省・独立行政法
人経済産業研究所は公共サービスの民間開放推進の中間とりまとめの中で、公共
サービスの民間開放にあたって、「新しい公共の担い手」として NPOを位置付けて
いた。  22経済産業省は NPOやソーシャルビジネスの基盤整備事業を展開している。
厚労省は介護サービス事業、農水省・環境省・国交省は自然再生事業等と関連し
て、他府省も自省の施策と関連して実行手段として NPOに補助、委託などを実施
してきた。  23

自民党 NPO関連組織
　自民党組織「組織運動本部」の中で ₆つの局があって、その中の ₁つである団体
総局には₁₅関係団体委員会がある。その中に NPO/NGOに関わる委員会が所属して
いる。NPO関連組織は、「NPOに関する特別委員会」（加藤紘一委員長、設立当時）、
「NPO/NGO関係団体委員会」（熊代昭彦委員長、設立当時）「国際的 NGOに関する
小委員会」（塩崎恭久委員長、設立当時）がある。
　「NPOに関する特別委員会」は、各省庁、NPO団体の要望を受け、税制改正案を
整理、認定要件緩和など NPO政策を議論する場として政務調査会の下に設置され
た。（₁₉₉₉年₁₁月₂₅日）主に各省庁、NPO団体と対話と議論の場として NPO団体
の要望を受け、自民党税制調査会に対して認定要件の緩和などを政策的に働きかけ
てきた。 24

　「国際的 NGOに関する小委員会」は政務調査会の外交調査会の下に設置され、

21　経済産業省諮問機関産業構造審議会 NPO部会．「中間とりまとめ「新しい公共」の実現
にむけて」₂₀₀₂年 ₅ 月₁₄日発表。

22　経産省・独立行政法人経済産業研究所．「日本版 PPPの実現に向けて～市場メカニズムを
活用した経済再生を目指して」₂₀₀₂年 ₅ 月₂₂日発表。

23　田中₂₀₁₁前掲書、₂₇₁頁。シーズ .『NPOWEBニュース』
　　http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php?storyid=₁₅₈, ₂₀₀₂年₁₀月 ₄ 日 掲載。
24　「自由民主党の基本方針平成₂₂年綱領」http://www.jimin.jp/jimin/jimin/chart/img/chart.gif., 
₂₀₁₁年 ₁ 月₂₅日検索。



28

筑波法政第₆₉号（₂₀₁₇）

国会議員、NGO関係者、外務省、内閣府等が出席し、会議するために設置された。
NPO法、認定 NPO制度と関連して政策的要望を提出するなど「特別委員会」と類
似の役割をした。
　「NPO/NGO関係団体委員会」は、NPO/NGOとの連携を強化するために₂₀₀₄年 ₁
月₁₆日党大会で党則を改正し、設置した。NPO/NGOに所属する個人に対して、支
持層を広げることが目的である。選挙目的が強いが、NPO関係者との意見交流、
情報交換のためのタウンミーティングやシンポジウムの開催などを通して、自民党
の政策に反映させる活動を行っていた。 25

2 ．NPO議員連盟 26

　NPO議員連盟は₁₉₉₈年 NPO法が制定された翌年である₁₉₉₉年発足し、当時議員
連盟に参加を届け出た国会議員が₂₀₄名で ₅党 ₁会派の超党派議員で構成されてい
た。発足当時、会長は自民党元幹事長の加藤紘一であった。NPO議員連盟は NPO

法人の公益活動の強化のために税法上の優遇措置の拡充等 NPO活動の環境整備を
目的としていた。NPO議員連盟は NPO側の意見を政府各省庁や自民党執行部に伝
えることで政策に影響を与える形で活動してきた。NPO議員連盟内で議論された
政策内容は各議員を通して各党内での NPO政策の議論の活性化にも影響を与えて
きた。NPO議員連盟はNPO法改正やNPO税制の制定・改正に影響を与えてきた。 27

特に税制改正と関連して自民党税制調査会に直接アクセスすることが難しい市民団
体にとって NPO議員連盟はアクセスルートとして重要な役割を担ってきた。
　₂₀₀₀年秋頃から₂₀₀₁年春にかけて（森政権に対する加藤紘一の乱）の政治的状況
により、認定 NPO制度の設計と関連して、NPOへの理解を持つ自民党内の保守系
有力政治家である加藤紘一議員が自民党内で責任を果たすことができなかったとい
うことが₂₀₀₁年 NPO優遇税制の制度設計に影響を与えた要因として指摘された。 28

25　http://www.jimin.jp/jimin/daily/₀₅_₀₆/₁₇/₁₇₀₆₁₇b.shtml, ₂₀₁₁年 ₁ 月₂₅日検索。
　　http://www.jimin.jp/jimin/daily/₀₄_₀₂/₁₉/₁₆₀₂₉c.shtml 
　　http://www.jimin.jp/jimin/daily/₀₄_₀₃/₁₆₀₃₃₀d.shtml 
26　議員連盟は特定業界の利益を最大化するには単独では大きな影響力を持ちえない場合、
与野党の議員が団結し作られる組織である。政治・行政上、比較的弱い立場に置かれてい
る業種の団体や未組織の利益を擁護するために結成されているのが大半であって、業界団
体の側の立場に立つのが一般的である。中野実．₁₉₉₃．『日本の政治力学』、₁₆₀-₁₆₂頁。

27　シーズ .『NPOWEBニュース』http://www.npoweb.jp/modules/news₁/article.php?storyid=₆₈₀, 
₁₉₉₉年 ₈ 月 ₆ 日 掲載。

28　「シーズ」松原氏とのインタビューによる。₂₀₁₁年 ₂ 月₁₈日。
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3 ．�市民団体「シーズ（市民活動を支える制度をつくる会、以下、シーズ）」、

「NPO/NGO税・法人制度改革連絡会（以下、NPO/NGO連絡会）」

　市民運動側から NPOセクター確立運動が始まったのは₁₉₈₀年代後半くらいから
であるが、制度創設運動として展開されたのは₁₉₉₃年くらいからである。シーズは
₁₉₉₄年₁₁月結成された。 29₁₉₉₅年阪神淡路大震災が起こる前、NPO法制度と関連し
ていくつかの市民グループや研究グループが存在し活動してきたが、法制度制定と
関連して政府レベルで本格的に議論され始めたころからはシーズが中心的な役割を
担ってきた。（山岡₁₉₉₆：高田₁₉₉₈a；₁₉₉₈b；₂₀₀₃）
　NPO法が成立されてからは NPO法の施行に伴い NPO側の立場を政府や政党に
伝達する市民側のアクセスルートとして役割を担ってきた。NPO優遇税制を制定
する際は市民団体側の意見を収斂するために市民団体を組織化し、収斂された要望
をもとに政策決定に影響を与えるためには政治家を組織化した。 30その間でシーズ
は政府や政党に対して市民団体側の意見を伝えるロビー活動を展開してきた。官僚
に対しては NPO活動の実態調査を通して数値に基づいた調査結果を提示し、政治
家に対しては署名運動を通して世論を直接的に伝える活動を展開した。また、NPO

側の要望を収斂し各政党に伝え、マニフェストとして採用するよう働きかけてき
た。
　NPO優遇税制改正時には、自民党 NPO特別委員会を通して要望書を提出し交渉
をしてきた。その際は内閣府と自民党 NPO特別委員会の役員とシーズの間で三者
会議を行い、要望事項を決めて提出する過程を繰り返してきた。また、自民党税調
と財務省の協議に対しては、議論のバックアップのためにシーズが直接参加し説明
を行ってきた。自民党税調は全議員参加の多数決で決めるので、シーズは自民党各
議員に要望書の内容を繰り返し説明する役割も担ってきた。 31

　NPO政策に影響を与えるために市民団体を組織化したのが「NPO/NGO税・法人
制度改革連絡会」である。「NPO/NGO連絡会」は₁₉₉₉年 ₆ 月発足し₄₁団体（₂₀₀₉
年現在）で構成されるネットワークで、総会、世話団体会、幹事会、協同会議など
年に ₄回の会合を通して意思決定をしてきた。「連絡会」は全国的に地元・地域レ

29　松原明．₂₀₀₄．「NPOセクター確立運動の現状と課題」『生活経済政策』、₁₇頁。
30　シーズは NPO議員連盟の組織化を促し、実質的事務局として役割を担うなど NPOとか
かわる法制度の制定・改正と関連して政策形成に戦略的に影響を与えてきた。「シーズ」松
原氏とのインタビューによる。₂₀₁₁年 ₂ 月₁₈日。

31　「シーズ」松原氏とのインタビューによる。₂₀₁₁年 ₂ 月₁₈日。



30

筑波法政第₆₉号（₂₀₁₇）

ベルで学習会を行い、国会議員にアプローチしていく方式で全国運動を担当してい
た。「NPO/NGO連絡会」は NPO側から政策的要望を受け入れ、制度が実際に運用
される現場で把握された政策的需要をもとに、政党や政府に対して制度改善の政策
的働きかけをしてきた。シーズは「連絡会」の意思に基づいて中央レベルで政府や
政党に対してロビー活動を展開する方式で動いてきた。 32

4 ．分析

　自民党政権期には数回に及ぶ政策変更が行われたが、「構造改革」を推進する自
民党執行部や個別政策過程における以前の政策慣行（自民党税調－財務省関係）に
より、NPO政策は政策手段の変化に留まり、漸進的変化を繰り返してきた。自民
党による、政治主導で改革を展開しようとしたが、官僚による関与を完全に排除す
ることはできなかった。制度的に自民党税調と財務省の主計局の連携は依然として
強かった。
　市民団体と政府との間に政策議論のための場が定例化するようになった。NPO

法が制定されてから NPO議員連盟の形成、各政党の NPO局・委員会の設立、そし
て NPO法・優遇税制のための市民団体のネットワークが整備された。このような
組織的体制を通して、NPO政策を施行する中で問題点を議論する場を設けるよう
になった。シーズ市民連合団体は、ロビイングという活動方式を通して、政府と各
政党に直接的に政策的働きかけを展開してきた。
　しかし自民党政権における NPO政策は行政改革・構造改革の下で行われたので、
つまり NPO政策が派生的政策として扱われてきたので、行政改革・構造改革を推
進するための他の派生的政策からの干渉や衝突などの影響を受けながら展開されて
きた。  33公益法人改革を主に担当した行政改革推進本部と市民団体との衝突（「さ
わやか福祉財団」堀田氏の抗議を始め、市民団体側の抗議活動）が自民党政権にお
いて現れた政策的特性を見せてくれる事例である。  34 この過程は自民党行政改革推

32　「新寄付税制＆NPO法改正を求める ₂・₁₅緊急院内集会」配布資料より。₂₀₁₁年 ₂ 月₁₅日、
「シーズ」松原氏とのインタビューによる。₂₀₁₁年 ₂ 月₁₈日。
33　佐藤岩夫（₂₀₀₆）の研究は、行政改革と NPO活動の促進が政策的に必ずしも一致するの
ではないということを指摘している。佐藤岩夫₂₀₀₆「国家・社会関係：市民セクターの発
展と民間非営利法制」『失われた₁₀年を超えてⅡ』、₁₀₇-₁₄₁頁。

34　山岸・菅原・浜辺（₂₀₀₃）では、公益法人改革と関連した NPO制度の統合・廃止の試み
（発展的解消）に関する市民団体の抗議活動を盛り込んでいる。山岸・菅原・浜辺．₂₀₀₃。
『NPO・公益法人改革の罠』第一書林。
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進本部公益法人委員会、「自民党 NPO/NGO関係団体委員会」や NPO団体のネット
ワーク、NPO議員連盟などを通して調整されていった。（辻₂₀₀₈：₈₈；加藤₂₀₀₈：
₅₈）
　自民党政権期において NPO政策に対して市民団体は政府、各政党と関係を形成
し維持してきながら一定の役割を果たしつつ、政治的影響力を発揮するにはネット
ワークの構造に規定されて限定的であったといえる。結果的に NPO政策の変化は
第一次・第二次的変化に留まっていた。

Ⅴ．民主党政権における政策ネットワーク

1．民主党政権の政策目標とNPO政策体制

　政権交代による与党執行部の変化に伴う政策ネットワークの変化で政策変化が行
われた。自民党の構造改革へ反対し、政権交代を成し遂げた民主党政権が掲げた政
策理念は「新しい公共」であった。「新しい公共」を掲げ、市民主権の実現、官僚
依存システムの改革という観点から、NPO等の市民活動の一層の拡大のための環
境整備、制度整備を進めることを目標とした。 35

　民主党政権の「新しい公共」が自民党政権の「官から民へ」とは決定的に違うと
ころは、民主党政権は政策目標の中で、市民参加や国民の自立を第一義に掲げてい
る点であり、自民党政権は行政改革という目標の下で、NPOの役割や必要性に関
して議論してきたということである。 36　民主党は「小さな政府」時代の社会民主
主義勢力に共通するように経済自由主義も採択しているので、 37小泉政権と同じく
政府予算や財政危機に対する懸念と行財政改革の必要性から「政府のスリム化」を
主張しつつ、「新しい公共」をともにビジョンとしてかかげ市民参加による自立と
共生を強調したのである。
　民主党政権の政権交代による政策目標の変化は、NPO政策の大きな変化をもた
らした。鳩山政権は首相直属機関として「新しい公共円卓会議」を作り、政府税調
の一元化を通して政治主導で市民公益税制（新寄付税制）を創設することを可能に
した。菅政権では、「新成長戦略」を政策目標として掲げて、その中で鳩山政権が

35　山口二郎．₂₀₁₂．『政権交代とは何だったのか』岩波新書、₄-₅頁。
36　田中₂₀₁₁前掲書、₂₄₉頁。
37　 村松・伊藤・辻中₂₀₀₁、₁₇₆頁。
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掲げた「新しい公共」方針を引き継いでいた。社会的企業等を育成する中で、NPO

等の役割を強調した。民主党政権期では、NPOを政策目標の中で位置付けたので、
NPO政策において第三次的変化が起きたといえる。
鳩山政権総理直属機関「新しい公共円卓会議」
　新寄付税制を政治主導で実現できるようにしたのは、新しい公共円卓会議の設置
による。  38鳩山首相は超党派 NPO議員連盟の中心メンバーであり、NPOに対して
理解を持っている政治家である。鳩山政権に入って、総理直属機関として「新しい
公共円卓会議」が作られた。
　「新しい公共円卓会議」は、首相が自ら議長を務め、様々な市民活動家が政策形
成論議に参加した。 39円卓会議を通して鳩山首相は「新しい公共」という理念の実
現のために、認定 NPOの要件緩和や寄付税制の創設などを直接指示し、NPOへの
税制優遇に慎重な態度で一貫してきた財務省も賛同するようになった。  40

　菅政権では、「新しい公共推進会議」という後続会議体として維持され、野田政
権期にも維持された。₂₀₁₀年₁₂月₁₆日発表された税制改正大綱には認定 NPO制度
の抜本的改革が行われたが、これを採択した「新しい公共推進会議」には学者及び
NPO関係者₂₀人が参加し NPO側の意見を最大限に反映して改正が行われた。特に
「シーズ」や「NPO/NGO連絡会」とかかわる市民団体及び学者が「新しい公共推
進会議」に参加し認定 NPO法改正の主導的役割を果たした。  41

　また、菅政権からは民主党内に政策調査会が設置され、政策調査会内の組織とし
て「新しい公共調査会」が設けられ、鳩山元首相を会長とし市民公益税制や認定
NPO制度改正などに関して継続的に提言を行ってきた。野田政権では「新しい公
共推進会議」という名称で受け継がれ、鳩山元首相が議長に就任し、民主党内にお
ける議論の活性化を図るとともに政府の「新しい公共推進会議」と連携し新しい公
共に係る政策課題に取り組んできた。

38　山口二郎編．₂₀₁₄．『民主党政権とは何だったのか』岩波書店、₈₁頁。
39　山口前掲書、₅頁。
40　山口前掲編著、₈₁-₈₄頁。
41　筆者の集計によると、会議体には経営者、フリーランサー、NPO/NGO等市民団体や学
界関係者など多様な構成員が参加していたが、市民団体や学界関係者数は鳩山政権では総
人数₁₉人の中 ₅人、菅政権では₂₀人の中₁₃人、野田政権では₁₁人の中 ₈人で、菅政権期か
ら民主党政権後半になるにつれ、市民団体や学界関係者が増えてきたことが分かった。内
閣府 HP　www.cao.go.jp 
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政府税調一元化
　民主党政権は、自民党政権のおける政府税制調査会と与党（自民党）税制調査会
という二元体制によって行われてきたことを統合して、政府税制調査会を設置する
ことを₂₀₀₉年 ₉ 月に閣議決定し、税制改正については、新政府税調が一元的に検討
することにした。₂₀₀₉年₁₀月新政府税調が発足し、₂₀₀₉年₁₂月₂₂日に平成₂₂年度税
制改正大綱を発表し、第 ₇回目の認定 NPO法人制度の改正を行った。また、この
税制改正大綱の中に市民公益税制の議論のために市民公益税制 PTを設置すること
を決定した内容が盛り込まれた。
　政府税調は、全体会合を公開することによって政策決定を透明化し、各業界の要
望も各府省政策会議の場で受け付けるようにした。政府税調には、納税環境整備、
雇用促進税制、税制特別措置、市民公益税制の ₄つのテーマに対して与党議員によ
るプロジェクトチーム（以下、PT）が設置された。  42

　「市民公益税制」PTの目的は、「市民・事業者・行政が協働して課題を解決して
いく新しい公共を確立するため、市民が担う公益活動を資金面で支える寄付税制等
を検討する」とされていた。 43　市民公益税制 PTは、座長の渡辺周総務副大臣外
₅名（峰崎直樹、大島敦、松井孝治、小川淳也、古本伸一郎）で構成され、大島内
閣府副大臣は NPO法人税制改正を担当したことや、松井孝治内閣官房副長官は「新
しい公共円卓会議」のメンバーとして参加するなど NPOに理解を持っていた政治
家が参加した。「市民公益税制」PTは主要な検討課題として寄付税制、公益活動を
担う法人に係る税制などを取り上げ、「新しい公共円卓会議（新しい公共推進会議）」
と連携して検討を行い、₂₀₁₁年新寄付税制の制定という結果をもたらした。

2 ．NPO議員連盟

　NPO議員連盟は政権交代により民主党政権に入って、機能できなくなった。小
沢一郎幹事長の下で鳩山政権では超党派の議員連盟は廃止という方針が出された。
しかし、政治状況の変化により、鳩山政権が₂₀₁₀年 ₆ 月に退陣し、夏の参院選で民
主党の敗北により衆参ねじれ状態が出現した。民主党の幹事長が小沢一郎から枝野
幸男、さらに岡田克也に変わったことで NPO議連が再結成された。NPO議員連盟

42　上川前掲書、₁₁₉-₁₆₉頁。
43　「市民公益税制」PTは、₂₀₀₉年₁₂月₂₂日平成₂₂年度税制改正大綱に基づき、政府の税制
調査会の中に設置された会議体で、₂₀₁₀年 ₂ 月 ₂ 日初会合を開催した。http://www.npoweb.
jp/modules/news₁/article.php?storyid=₃₂₄₄、₂₀₁₀年 ₂ 月 ₈ 日掲載。
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は衆参ねじれの国会の状況で野党との関係においてパイプになって、NPO政策を
推進するのに協力が得られた。代表には自民党の加藤紘一、幹事長には無所属の辻
元清美、事務局長は中谷元、事務局次長は民主党の岸本周平が就任し、鳩山氏は
NPO議員連盟の顧問となった。  44 再結成された NPO議員連盟を中心に、₂₀₁₁年 ₆
月 NPO法の改正が議員立法で行われた。

3 ．「シーズ」、「NPO/NGO税・法人制度改革連絡会」

　シーズは民主党への政権交代前から民主党との政策議論のための政策討論会を開
催するなど 45NPOに係る政策に関して民主党と政策意見交換の機会を設けてきた。
民主党政権は NPOに対して政策的共感を形成してきたので、シーズにとっては政
策要望事項を具体化するには政治的機会は開放的になったといえる。また、シーズ
は長年の活動を通して構築されてきた政策ネットワークを通して影響力を発揮する
ことができた。NPO政策を推進するにおいて、NPO議員連盟を通して各党の政策
的協力を得てきた市民団体側は、一時期 NPO議員連盟の廃止で躓いたが、民主党
首脳部の交替で NPO議員連盟が再開し、NPO法改正に取り組むことができた。民
主党政権になって導入された仮認定制度（設立 ₅年未満の NPO法人が、寄付税制
が適用される認定を受けられる制度）の政策アイディアは市民団体（シーズの松原
氏）からの要望を受け入れて制定された。 46 民主党政権期における NPO政策はシー
ズや市民団体関係者が要望してきた内容をほぼ受け入れる形で決定された。
　また、この時期に至ってシーズは NPO法・優遇税制に係る NPO政策において市
民団体の代表性を持つようになった。ロビー活動を通して NPOセクターと政治・
行政を繋ぐ役割を自任しながら相互作用する過程で構築してきた政策ネットワーク
を通して政府の NPO政策担当者や政党関係者の間では NPO政策を担当する市民団
体としてシーズが知られていた。 47 シーズの松原氏は野田政権期には「新しい公共

44　秋山訓子．₂₀₁₁．「市民が政治を開くとき：NPO法改正の本質は何か（下）」『世界』₁₂月号、
₅₃頁。

45　₂₀₀₉年 ₇ 月₁₄日、「市民パワーと民主党の懇談会」、民主党本部。
46　秋山前掲記事、₅₃頁。
47　団体の政治的影響力を説明する概念の中で「相互作用正統化仮説」がある。政策エリー
トへのアクセス、とりわけ政策エリートとの相互作用が多いほど、接触活動が盛んになる
ほど、政策エリートの受容するところになるほど、団体の正統性も高まり、その結果影響
力も大きくなるという仮説である。村松・伊藤・辻中．₁₉₈₆．『戦後日本の圧力団体』₂₂₁-
₂₂₂頁。
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推進会議」の構成メンバーとして参加した。

4 ．分析

　民主党政権期における NPO政策は、政権党執行部の変化により根本的政策変化
をもたらした。二元体制であった税制政策過程を変更し一元化することによって政
治リーダーシップによる政策変化をもたらすことができるようになった。政策目標
が変わり、NPO政策において抜本的変化をもたらした。
　民主党政権首脳部による政策目標が構造改革に対するニューレフトからの対案と
して掲げられた「新しい公共」であったので、市民参加が主要な目標として掲げら
れた。NPO政策、とりわけ、市民参加の基本となる NPOに対する優遇税制と NPO

法の改正はそのような政策目標の下で行われたのである。自民党政権に比べて政策
目標自体が変化したので、つまり、基底的政策として NPO政策が扱われたので、
以前政権に比べて抜本的な変化が可能になったのである。NPO政策において第三
次的変化が起きたのである。
　特に、民主党政権において NPO政策が成功的であったのは、市民団体を中心と
した政策ネットワークの存在によるところが大きい。民主党がマニフェストに掲げ
たほかの政策が予算上の問題や政治的問題で縮小されるか失敗する中で NPO政策
が特に成功事例として挙げられるのは、市民団体が追求した政策理念と民主党政権
内部に政策理念を同じくするアクターが繋がっていたからである。
　菅政権以降は、鳩山政権が重視した「新しい公共」が市民参加の拡大という脈絡
で議論されるより、経済政策をより重視する自民党政権期の政策と類似の脈絡で議
論されていた。福祉による経済成長を強調する「第三の道」を追求するため、「新
成長戦略実現会議」を新設したが、これは自民党政権期の「経済財政諮問会議」の
性格と類似性があった。  48NPO制度以外の分野では、社会的企業や雇用の受け皿と
して NPOの育成、行政委託及び予算措置などが行われた。 49

48　田中秀明．₂₀₁₃．「経済と財政：変革への挑戦と挫折」『民主党政権　失敗の検証』中央公
論新社刊、₁₁₃-₁₁₅頁。

49　田中₂₀₁₁前掲書、₂₄₈頁。このような変化には別途の研究が要求されるが、グローバル経
済危機や東日本大震災などの外的環境変化で民主党内部では政治主導の過度な官僚排除に
対する反省から官僚との関係修復へ動いたことが政策基調に変化をもたらしたとみられる。
塩崎。₂₀₁₃．₅₆-₅₉頁。
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Ⅵ . 終わり：NPO政策における政策ネットワークと政策変化

　本稿では、NPO政策において政治家 -官僚 -市民団体の間に形成されてきた政策
ネットワークの存在に注目した。それは、₉₀年代以降新自由主義的経済体制に伴い
小さな政府を志向しながらなぜ NPO政策の発展が限定的であったのか、なぜ民主
党政権になって定着するようになったのかに関して議論するためであった。
　政府、政党、市民団体間に存在する市民社会の役割に関する理念の違いは、政策
ネットワークを通して妥協的政策結果を作り出してきた。元来非自民党的政策であ
る NPO政策に対して、ニューレフト政党の基盤が弱い中で、市民社会の役割をど
う規定するかに関する問題提起は回避されてきたゆえである。
　政策ネットワークの性格は政策の変化を規定する。政策ネットワークは政治アク
ターの相互作用を規定する関係性を表す。自民党政権におけるNPO政策ネットワー
クは、「新しい公共」という同じスローガンを掲げたにも拘わらず「行政改革」、「構
造改革」の下で限定的政策変化を導いた。
　民主党政権に入っては市民参加を根幹とした「新しい公共」の下で抜本的な変化
をもたらした。NPO法のカテゴリは NPO法成立時より多様化し、より社会経済的
状況を反映するようになった。また、日本の市民社会において財政的基盤が弱い上、
寄付制度の不十分な整備、事業型 NPOが多い上で使いにくかった認定 NPO法人制
度が日本 NPOの実情に合わせて改正された。
　NPO政策における市民団体の政治的影響力も政策ネットワークの性格に規定さ
れてきたということも併せて記すべきである。₉₀年代以降日本の公共政策において
NPOの必要性に関する与野党の共通分母が持つ正当性は市民団体にとっては大き
な政治的リソースであるにもかかわらず、自民党政権期に限定的であったというこ
とは理念の相違を持つ政策ネットワークに原因があったと思われる。
　NPO政策は社会領域内で未組織の任意団体で存在してきた市民団体が社会的活
動を展開するにつれ、組織的財政的規模の拡大の必要性に応じて組織化されていく
中で展開されてきた過程でもある。一度法的主体になり政策が形成されると政治的
に勢力化し政策に影響を与える政治的主体になる。  50NPO政策過程は、₅₅年体制に

50　辻中豊．₁₉₉₈．₉₂頁
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おいて野党を通してしか政治的働きかけができなかった市民団体が政治的主体とし
て政策過程にアクセスする中で、市民主導政策ネットワークが形成され、制度化さ
れていくことが考察できるという点で政治学的意義がある。
　なお、本稿では NPO政策における政策ネットワークに注目して考察したが、
NPO制度の変化が市民活動の社会的基盤や環境的側面にどのような影響を与えて
きたのか等に関しては不十分な検討にとどまっている。これらの点は今後の課題と
して次の機会に論じたいと思う。
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